
自 ： 平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日

至 ： 平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日

計 算 書 類

株式会社　ウイン・インターナショナル



貸　借　対　照　表

（平成26年３月31日現在）
（単位：千円）

資  産  の  部 負  債  の  部

科     目 金   額 科     目 金   額

【 流 　 動 　 資 　 産 】

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

【 固 　 定 　 資 　 産 】

（有 形 固 定 資 産）

建 物

構 築 物

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

（無 形 固 定 資 産）

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

【18,866,925】

6,020,204

1,334,124

10,250,838

914,110

12,338

235,100

94,530

5,677

【2,071,469】

(1,390,361)

568,291

15,232

629,171

△622,394

800,060

(210,145)

209,697

447

(470,963)

243,903

150

1,358

110,162

64,302

51,086

【 流 　 動 　 負 　 債 】 【12,526,886】

支 払 手 形 3,581,448

買 掛 金 8,163,162

未 払 金 129,163

未 払 費 用 21,145

未 払 法 人 税 等 421,372

未 払 消 費 税 等 56,253

賞 与 引 当 金 140,890

前 受 収 益 175

前 受 金 5,282

そ の 他 7,993

【 固 　 定 　 負 　 債 】 【241,115】

退 職 給 付 引 当 金 240,065

そ の 他 1,050

負 債 合 計 12,768,002

純 資 産 の 部

【 株 　 主 　 資 　 本 】 【8,103,685】

資 本 金 330,625

資 本 剰 余 金 196,875

資 本 準 備 金 196,875

利 益 剰 余 金 7,576,185

利 益 準 備 金 17,500

その他利益剰余金 7,558,685

　繰越利益剰余金 7,558,685

【評価・換算差額等】 【66,707】

その他有価証券評価差額金 66,707

純 資 産 合 計 8,170,392

資 産 合 計 20,938,395 負 債 純 資 産 合 計 20,938,395
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損　益　計　算　書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 40,311,370

売 上 原 価 35,251,851

売 上 総 利 益 5,059,519

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,217,212

営 業 利 益 1,842,306

営 業 外 収 益

受 取 利 息 438

受 取 配 当 金 5,877

不 動 産 賃 貸 料 33,458

そ の 他 1,858 41,632

営 業 外 費 用

支 払 利 息 26

そ の 他 463 490

経 常 利 益 1,883,448

特 別 利 益 － －

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 101,350

そ の 他 5,701 107,052

税 引 前 当 期 純 利 益 1,776,396

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 702,815

法 人 税 等 調 整 額 △11,248 691,567

当 期 純 利 益 1,084,828

（注）平成25年６月２日に逝去されました故監査役卜部容志孝氏のご遺族に対し、弔慰金10,000

千円を平成25年９月26日開催の臨時株主総会の決議のもと贈呈しております。同費用に

つきましては、「販売費及び一般管理費」に含まれております。
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株主資本等変動計算書

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

当 事 業 年 度 期 首 残 高 330,625 196,875 196,875 17,500 7,365,552 7,383,052 △61,247 7,849,304

当事業年度変動額

株式移転による
減 少

61,247 61,247

剰余金の配当 △891,695 △891,695 △891,695

当 期 純 利 益 1,084,828 1,084,828 1,084,828

株主資本以外の
項目の当事業年度
変 動 額 ( 純 額 )

当事業年度変動額合計 － － － － 193,133 193,133 61,247 254,380

当 事 業 年 度 末 残 高 330,625 196,875 196,875 17,500 7,558,685 7,576,185 － 8,103,685

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 事 業 年 度 期 首 残 高 70,930 70,930 7,920,235

当事業年度変動額

株式移転による
減 少

61,247

剰余金の配当 △891,695

当 期 純 利 益 1,084,828

株主資本以外の
項目の当事業年度
変 動 額 ( 純 額 )

△4,223 △4,223 △4,223

当事業年度変動額合計 △4,223 △4,223 250,157

当 事 業 年 度 末 残 高 66,707 66,707 8,170,392
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物

10～50年

工具、器具及び備品

４～15年

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）は定額法によっ

ております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法、市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期間（３年）に

基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。
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③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　②　その他の工事

工事完成基準

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　ヘッジ会計の方法

　イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約取引については、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を採用しておりま

す。

　ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約取引

ヘッジ対象：外貨建予定取引

　ハ．ヘッジ方針

為替予約取引は、円貨による支払額を確定させることが目的であり、リスクは発生し

ておりません。

　ニ．ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振

当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、

有効性の評価を省略しております。

②　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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２．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当該事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 12,303,400株

(2) 当該事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式 －株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．金銭による配当

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成25年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 353,886 29
平成25年
３月31日

平成25年
６月28日

ロ．金銭以外による配当

平成25年６月26日の定時株主総会開催時点において、議決権割合の100％を有する株主

であるウイン・パートナーズ株式会社に対して、平成25年６月28日を剰余金の配当効力

日として現物配当を実施しております。

決 議 金銭以外の財産（現物）の内容 数 量
帳 簿 価 額
（ 千 円 ）

平成25年６月26日
定 時 株 主 総 会

ウイン・パートナーズ株式会社
普通株式

897,433株 537,809

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度になるもの

決 議
株 式 の
種 類

配 当 の 原 資
配当金の総額
( 千 円 )

１株当たり配当
額 ( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成26年６月10日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 1,084,828 88
平成26年
３月31日

平成26年
６月11日
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